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⚫ 昨今、異常気象などの気候変動問題が顕在化し、主な原因となる温室効果ガスの排出削減は、
地球規模で対応が求められる急務の課題。

⚫ 日本においても2020年10月の総理所信表明において、2050年カーボンニュートラル、脱炭素
社会の実現を目指すことを宣言。

⚫ カーボンニュートラルへの挑戦は、社会経済を大きく変革し、投資を促し、企業の生産性を向上さ
せ、産業構造の大転換と力強い成長を生み出すチャンス。つまり、経済社会システム全体の変革
（GX：グリーントランスフォーメーション）を牽引し、地域経済の成長にもつなげていくことが必要。

⚫ この大きな潮流の中、地域経済の成長を担う中小企業等の地域企業は、カーボンニュートラルに
よる事業環境の変化等を的確に把握するとともに、コスト負担増やルールチェンジによるリスクの側
面を意識しつつも、カーボンニュートラルへの挑戦を成長の機会と捉えて、生産性の向上や新事業
の創出など、自らの稼ぐ力の強化につなげていくことが重要。

⚫ また、自治体が自らの地域において、地域の産業競争力の強化のみならず、エネルギーの地産地
消の促進による経済循環の実現などカーボンニュートラルへの挑戦を梃子に地域の持続可能性を
追求する取組を加速する絶好の機会。

⚫ これらの取組においては、個社の努力だけでなく、連携による面的な取組が有効。地域の産業や
関係機関との連携により、政府の支援を活用しつつ、イノベーション創出による温室効果ガスの削
減貢献、地域の脱炭素トランジションや環境価値創出による地域活性化につながる議論や取組
につながることに期待。

はじめに
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⚫ カーボンニュートラルとは、温室効果ガス（GHG）の排出を全体としてゼロにすること。

－「排出を全体としてゼロにする」とは、温室効果ガスの「排出量」から植林等による「吸収量」を差し引いた、

合計をゼロにすること（ネットゼロ、実質ゼロと同じ）

－「温室効果ガス」とは、二酸化炭素（CO2）だけでなく、メタンなどを含む

⚫ 日本の場合、温室効果ガスの8割以上がエネルギー起源CO2（燃料の燃焼、供給された

 電気・熱の使用に伴って排出されるCO2）のため、エネルギー分野の取組が重要。

カーボンニュートラルとは

（出典）国立環境研究所温室効果ガスインベントリ
2021年度（令和3年度）の温室効果ガス排出量（確報値）より作成

日本の温室効果ガス排出量（2021年度）カーボンニュートラル

⚫日本は、2030年度の温室効果ガス46％削減
（2013年度比）、また、2050年までにカーボン
ニュートラルを目指すことを宣言。
⚫実現には、産業界・消費者・政府など国民各層が
総力をあげて取り組むことが必要。

排出する量

排出する量 排出する量
吸収・撤去

する量

吸収・撤去する量

削減された
排出量

（出典）NEDO Green Japan, Green InnovationWEBサイトより作成
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https://www.meti.go.jp/press/2023/12/20231222005/20231222005.html

https://www.meti.go.jp/press/2023/12/20231222005/20231222005.html
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⚫ 昨今、地球温暖化により世界の平均気温は上昇し、世界各地で異常気象などの気候変動問
題が顕在化。

⚫ このまま気温が上昇すれば、影響はさらに深刻化するため、CO2などの温室効果ガスの排出削減
に取り組むことが地球全体の喫緊の課題。

⚫ 1992年に国連の下で、大気中の温室効果ガスの濃度を安定化させることを究極の目標とする
「気候変動に関する国際連合枠組条約(UNFCCC)※」が採択されて以降、気候変動対策に世
界全体で取り組んでいる。 ※United Nations Framework Convention on Climate Change

何故いま、カーボンニュートラルが求められているか（国際的な動向）

国内外における気象災害

令和3年8月豪雨
（日本各地）

山火事
（米国カリフォルニア州）

9月観測史上最高気温を観測した
3日後の降雪（米国コロラド州）

（出典）令和3年版環境・循環型社会・生物多様性白書
令和4年度環境・循環型社会・生物多様性白書
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（参考）2022年の世界各地の異常気象

熱帯低気圧

・米国南東部～東部では、9 ～10月の

ハリケーン「IAN」により150人以上

が死亡し、1129億米国ドルにのぼる

経済被害が発生したと伝えられた。

南米 

大雨 

・ブラジル北東部～南東部では、1 ～ 

2、5月の大雨により合計で430人以上 

が死亡したと伝えられた。

アフリカ 

大雨 

・南アフリカ南東部では、4月の大雨

により540人以上が死亡したと伝えら

れた。

ヨーロッパ

高温 

・2022年の年平均気温は、スペイン

（1961 年以降）などで最も高くなった。 

・英国のコニングスビーでは、7/19に 

40.3℃の日最高気温を観測（国内の記録を

更新）。 

・フランス南西部やポルトガルでは大規模

な山火事が発生。 

アジア

大雨

・パキスタン周辺で6月から8月に大雨。

パキスタン南部のジャコババードで、7月

の月降水量が290mm（平年比1025％）。

オーストラリア付近 

大雨 

・オーストラリア南東部のシドニー：3 ～5 

月の3か月降水量910mm（平年比328％）。

1981-2010 年の平均気温に対する 2022 年 1 月 - 9 月の平均気温の偏差

資料：「WMO Provisional State of Global Climate in 2022」、気象庁ホームページより環境省作成

(出典）令和5年版 環境・循環型社会・生物多様性白書

2022年の世界各地の異常気象
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⚫ 2015年に開催された第21回国連気候変動枠組条約締約国会議（COP21）において、パリ協定が採択。
パリ協定は、京都議定書に代わる、全ての国が参加する公平で実効的な2020年以降の温室効果ガス排出
削減等のための国際約束。

⚫ 世界共通の長期目標として、世界の平均気温上昇を産業革命以前に比べて2℃より十分低く保ち（2℃
目標）、1.5℃に抑える努力を追求（1.5℃努力目標）。

⚫ 気候変動枠組条約や京都議定書を経て積み重ねられてきた世界の気候変動対策の転換点であり、世界全
体での今世紀後半の脱炭素社会の構築に向けた新たな出発点といえる。

⚫ 世界共通の長期目標として2℃目標の設定。1.5℃に抑える努力を追求すること。
⚫ 主要排出国を含む全ての国が削減目標を5年ごとに提出・更新すること。
⚫ すべてがの国が共通かつ柔軟な方法で実施状況を報告し、レビューを受けること。
⚫ 適応の長期目標の設定、各国の適応計画プロセスや行動の実施、適応報告書の提出と定期的更新。
⚫ イノベーションの重要性の位置付け。
⚫ ５年ごとに世界全体としての実施状況を検討する仕組み（グローバル・ストックテイク）。
⚫ 先進国による資金の提供。これに加えて、途上国も自主的に資金を提供すること。
⚫ 二国間クレジット制度（JCM）も含めた市場メカニズムの活用。

何故いま、カーボンニュートラルが求められているか（パリ協定）

パリ協定の概要
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世界におけるCN宣言の状況

⚫ 世界では、カーボンニュートラル（CN）目標を表明する国・地域が急増し、そのGDP総計は世界
全体の約90％を占める。

⚫ こうした中、既に欧米をはじめとして、排出削減と経済成長をともに実現するGX（グリーントラン
スフォーメーション）に向けた大規模な投資競争が激化。

⇒GX投資等によるGXに向けた取組の成否が、企業・国家の競争力に直結する時代に突入

7

（参考）2023年5月時点のCN表明国地域：158ケ国

⇒日本では、今後10年間に20兆円規模の先行投資支援を実施
⇒2030年度の温室効果ガス46％削減(2013年度比)を目指す

（出典）経済産業省
https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/g7_2023.html （出典）各国政府公表資料を基に作成

期限付きCNを表明する国・地域の急増 諸外国によるGX投資支援（例）
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• 世界で脱炭素化に向けた
潮流が加速

• GXにより、2030年温室効
果ガス46％削減、2050
年カーボンニュートラルの
国際公約を実現。

9

GX（グリーントランスフォーメーション）とは

⚫ 日本では、産業革命以来の化石エネルギー中心の産業構造・社会構造から、クリーンエネルギー
中心のものへ転換することをグリーントランスフォーメーション（GX）と位置づけ。

⚫ GX推進を通じて、エネルギー安定供給、経済成長、脱炭素の3つを同時に実現すべく、取組を進
めていく。

化石エネルギー中心の従来の日本

• GXに向けた大規模な
投資競争が世界規模
で発生

• 日本が強みを有する
GX関連技術を活用し、
経済成長を実現。

クリーンエネルギー中心の日本

• ロシアによるウクライナ侵略等の影響により、世界各国で
エネルギー価格を中心にインフレーションが発生。

• 化石燃料への過度な依存から脱却し、危機にも強い
エネルギー需給構造を構築。

（出典）第2回「GX実現に向けた基本方針」についての全国説明・意見交換会 配布資料https://www.enecho.meti.go.jp/information/gx/02.htmlより
東北経済産業局カーボンニュートラル推進室にて一部加工



2050年カーボンニュートラル実現に向けた政府の取組

⚫ 2020年10月の2050年CNの表明以降、その実現に向けて各種戦略の策定や施策検討を実
施。「GX実現に向けた基本方針」及び関連2法の成立によって、新たな施策が具体化され、令
和5年7月に閣議決定された「GX推進戦略」を実行していく。

10
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「GX実現に向けた基本方針」の概要

⚫ 「GX実現に向けた基本方針」が2022年末にとりまとめられ、2023年2月に閣議決定。

①徹底した省エネの推進

②再エネの主力電源化
・今後10年間程度で過去10年の8倍以上の規模で系統整備
・次世代太陽電池や浮体式洋上風力の社会実装化など

③原子力の活用
・廃炉を決定した原発の敷地内での次世代革新炉への建て替
えを具体化

・厳格な安全審査を前提に、40年＋20年の運転期間制限を
設けた上で、一定の停止期間に限り、追加的な延長を認める

④その他の重要事項
・水素・アンモニアと既存燃料との価格差に着目した支援
・カーボンリサイクル燃料（メタネーション、SAF,合成燃料等）、
蓄電池等の各分野において、GXに向けた研究開発・設備投
資・需要創出等の取組を推進

１．エネルギー安定供給の確保を
大前提としたGXの取組

①GX経済移行債を活用した、今後10年間で
20兆円規模の先行投資支援
産業競争力強化・経済成長と排出削減の両立に貢献す
る分野を対象に、規制・制度措置と一体的に講じる

②成長志向型カーボンプライシングによるGX投資推進
i.排出量取引制度の本格稼働【2026年度～】
ii.発電事業者に有償オークション導入【2033年度～】
iii.炭素に対する賦課金制度の導入【2028年度～】

※上記を一元的に執行する主体として
「GX推進機構」を創設【2024年度予定】

③新たな金融手法の活用

④国際展開戦略

⑤社会全体のGXの推進（公正な移行、需要側からのGXの
推進、中堅・中小企業のGXの推進）

２．「成長指向型カーボンプライシング構想」等の
実現・実行

（出典）第13回産業構造審議会産業技術環境分科会資料1 
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/pdf/013_02_00.pdfより
東北経済産業局カーボンニュートラル推進室にて一部加工



今後10年を見据えたロードマップの全体像

（出典）GX実現に向けた基本方針参考資料https://www.meti.go.jp/press/2022/02/20230210002/20230210002_3.pdf
12

2050
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（出典）総合資源エネルギー調査会基本政策分科会第53回会合

https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/2023/053/

（参考）GXを実現する官・民の投資のイメージ

⚫ 各分野が持つ事業リスクや事業環境に応じて、適切な規制・支援を一体的に措置することで、
民間企業の投資を引き出し、150兆円超の官民投資を目指す。

今後10年間の政府支援額イメージ

約20兆円規模 模
今後10年間の官民投資額全体

150兆円超 え



脱炭素成長型経済構造移行推進戦略【GX推進戦略】の概要
背景

✓ カーボンニュートラルを宣言する国・地域が増加（GDPベースで9割以上）し、排出削減と経済成長をともに実現するGXに向けた長期的かつ大規模な投資競争が激化。GXに向けた取組の成否が、企業・国 家の競争力に直結

する時代に突入。また、ロシアによるウクライナ侵略が発生し、我が国のエネルギー安全保障上の課題を再認識。

✓ こうした中、我が国の強みを最大限活用し、GXを加速させることで、エネルギー安定供給と脱炭素分野で新たな需要・市場を創出し、本経済の産業競争力強化・経済成長につなげていく。
✓ 「GX実現に向けた基本方針」の閣議決定及び関連２法の成立によって、「成長志向型カーボンプライシング構想」等を具体化。 「GX推進法」に基づき、「GX推進戦略」を定め、政策を実行していく。

（下線部分は「GX推進法」・「GX脱炭素電源法」で措置）

（１）エネルギー安定供給の確保を大前提としたGXに向けた脱炭素の取組

①徹底した省エネの推進
• 複数年の投資計画に対応できる省エネ補助金を創設など、中小企業の省エネ支援を強化。
• 関係省庁が連携し、省エネ効果の高い断熱窓への改修など、住宅省エネ化への支援を強化。

• 改正省エネ法に基づき、主要5業種（鉄鋼業・化学工業・セメント製造業・製紙業・自動車製造
業）に対して、政府が非化石エネルギー転換の目安を示し、更なる省エネを推進。

②再エネの主力電源化
• 2030年度の再エネ比率36～38％に向け、全国規模でのマスタープランに基づき、今後10年間程

度で過去10年の8倍以上の規模で系統整備を加速し、2030年度を目指して北海道からの海底
直流送電を整備。これらの系統投資に必要な資金の調達環境を整備。

• 洋上風力の導入拡大に向け、「本版セントラル方式」を確立するとともに、新たな公募ルールによる
公募を実施。

• 地域と共生した再エネ導入のための事業規律強化。次世代太陽電池（ペロブスカイト）や浮体式
洋上風力の社会実装化。

③原子力の活用
• 安全性の確保を大前提に、廃炉を決定した原発の敷地内での次世代革新炉への建て替えを具体

化する。その他の開発・建設は、各地域における再稼働状況や理解確保等の進展等、今後の状況
を踏まえて検討していく。

• 厳格な安全審査を前提に、40年＋20年の運転期間制限を設けた上で、一定の停止期間に限り、
追加的な延長を認める。その他、核燃料サイクル推進、廃炉の着実かつ効率的な実現に向けた知
見の共有や資金確保等の仕組みの整備や最終処分の実現に向けた国主導での国民理解の促進
や自治体等への主体的な働き掛けの抜本強化を行う。

④その他の重要事項
• 水素・アンモニアの生産・供給網構築に向け、既存燃料との価格差に着目した支援制度
を導入。水素分野で世界をリードするべく、国家戦略の下で包括的な制度設計を行う。

• 電力市場における供給力確保に向け、容量市場を着実に運用するとともに、予備電源
制度や長期脱炭素電源オークションを導入することで、計画的な脱炭素電源投資を後

押しする。
• サハリン１、２等の国際事業は、エネルギー安全保障上の重要性を踏まえ、現状では権
益を維持。

• 不確実性が高まるLNG市場の動向を踏まえ、戦略的に余剰LNGを確保する仕組みを構

築するとともに、メタンハイドレート等の技術開発を支援。

• この他、カーボンリサイクル燃料（メタネーション、SAF、合成燃料等）、蓄電池、
資源循環、次世代自動車、次世代航空機、ゼロエミッション船舶、脱炭素目的のデジ

タル投資、住宅・建築物、港湾等インフラ、食料・農林水産業、地域・くらし等の各

分野において、GXに向けた研究開発・設備投資・需要創出等の取組を推進する。

（２）「成長志向型カーボンプライシング構想」等の実現・実行

• 2022年5月、岸田総理が今後10年間に150兆円超の官民GX投資を実現する旨を表明。そ
の実現に向け、国が「GX推進戦略」を定め、「成長志向型カーボンプライシング構想」等を 速や
かに実行していく。

①GX経済移行債を活用した先行投資支援
• 長期にわたり支援策を講じ、民間事業者の予見可能性を高めていくため、GX経済移行債を創設し

（国際標準に準拠した新たな形での発行を目指す）、今後10年間に20兆円規模の先行投資支
援を実施。民間のみでは投資判断が真に困難な案件で、産業競争力強化・経済成長と排出削減
の両立に貢献する分野への投資等を対象とし、規制・制度措置と一体的に講じていく。

②成長志向型カーボンプライシング（CP）によるGX投資インセンティブ
• 成長志向型CPにより炭素排出に値付けし、GX関連製品・事業の付加価値を向上させる。
• 直ちに導入するのでなく、GXに取り組む期間を設けた後で、エネルギーに係る負担の総額を中長期的

に減少させていく中で導入（低い負担から導入し、徐々に引上げ）する方針をあらかじめ示す。

⇒ 支援措置と併せ、GXに先行して取り組む事業者にインセンティブが付与される仕組みを創設。

＜具体例＞

(ⅰ)GXリーグの段階的発展→多排出産業等の「排出量取引制度」の本格稼働 【2026年度～】

(ⅱ)発電事業者に、EU等と同様の「有償オークション」※を段階的に導入 【2033年度～】

※ CO2排出に応じて一定の負担金を支払うもの

(ⅲ) 化石燃料輸入事業者等に、「炭素に対する賦課金」制度の導入 【2028年度～】

※なお、上記を一元的に執行する主体として「GX推進機構」を創設

③新たな金融手法の活用
• GX投資の加速に向け、「GX推進機構」が、GX技術の社会実装段階におけるリスク補完策（債

務保証等）を検討・実施。

• トランジション・ファイナンスに対する国際的な理解醸成へ向けた取組の強化に加え、気候変動情
報の開示も含めた、サステナブルファイナンス推進のための環境整備を図る。

④国際戦略・公正な移行・中小企業等のGX

• 「アジア・ゼロエミッション共同体」構想を実現し、アジアのGXを一層後押しする。
• リスキリング支援等により、スキル獲得とグリーン等の成長分野への円滑な労働移動を共に推進。
• 脱炭素先行地域の創出・全国展開に加え、財政的支援も活用し、地方公共団体は事務事業の

脱炭素化を率先して実施。新たな国民運動を全国展開し、脱炭素製品等の需要を喚起。

• 事業再構築補助金等を活用した支援、プッシュ型支援に向けた中小企業支援機関の人材育成、
パートナーシップ構築宣言の更なる拡大等で、中小企業を含むサプライチェーン全体の取組を促進。

14
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(参考）新たな政策パッケージ（「成長志向型カーボンプライシング構想」）

（出典）令和６年３月経済産業省産業技術環境局ＧＸ推進企画室公表資料より抜粋
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①自らの排出削減（自ら目標設定、挑戦、公表）
◆ 自らが、2050年カーボンニュートラルと整合的な2030年
   削減目標（＋中間目標）を設定・公表
◆ 目標未達時は、排出量取引の実施状況を公表
◆ 国の削減目標（46%）より野心的な目標を奨励

（目標にかかわらず、46%を超過した分は取引可能）

②サプライチェーンでの排出削減
◆ 自らの削減だけでなく、サプライチェーン全体での削減を牽引

（上流側の事業者に対する、省エネ等の取組支援・下流側の需要
家・生活者に対する、自社製品の環境性能の訴求）

◆ 定量的な目標設定を奨励

③グリーン市場の創造
◆ 使用時の排出を低減する（削減貢献する）新製品や、脱

炭素・低炭素製品（グリーン製品）の市場投入
◆  自らも、グリーン製品調達・購入を奨励 

＜削減をビジネスにつなげる取組＞

①2050年カーボンニュートラルを前提にした上での
   将来のビジネス機会を提示

◆ 幅広い業種からなる企業群が、カーボンニュートラルを前提に
した上でビジネス創造の可能性を示す。

②グリーン市場創造に向けたルールメイキング

◆ 上記ビジネス機会も踏まえ、市場創造のためのルール作りを
行う。

（例：グリーン製品の認証制度等）

＜削減を着実かつ経済合理的に行う取組＞
③自主設定した目標達成に向けた排出量取引

◆ カーボン・クレジット市場を通じた自主的な排出量取引を行う。

 

【GXリーグでの主な活動】 【参画企業に求められる取組】

⚫ GXリーグは、カーボンニュートラルへの移行に向けた挑戦を果敢に行い、国際ビジネスで勝てる企業群が、
GXを牽引する枠組み。

⚫ 日本のCO2排出量の4割以上を占める企業（679社）が賛同表明。

⚫ 参画企業のリーダーシップを持った参加を通じて、カーボンニュートラルに向けた社会構造変革のための価値を
提供することを目指す。

（参考）GX-ETS（自主的な排出量取引）～GXリーグとは～

（出典）2023年5月29日中央環境審議会地球環境部会地球温暖化対策計画フォローアップ専門委員会・産業構造審議会産業技術環境分科会地球環境小委員会 
合同会合（第1回）資料5グリーントランスフォーメーションの推進に向けてより抜粋
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（参考）国際展開戦略の具体化に向けて

⚫ 150兆円超のGX投資実現、さらには世界の気候変動対策への貢献に向けては、世界のCO2排出
量の過半を占めるアジアをはじめとする国際展開戦略が大変重要。

⚫ ⚫世界の脱炭素化に貢献すべく、日本企業の技術を活かしてグローバルなクリーン市場の創設に寄与
するとともに、アジアにおける今後増大するエネルギー投資を賄うべく、必要なファイナンス支援等を行っ
ていく。

⚫ また、アジア・ゼロエミッション共同体（AZEC）における二国間クレジット制度（JCM）の利活用を推
進し、AZECパートナー国との連携のもと、アジアの脱炭素化を進めていく。

（出典）GX実行会議第6回資料https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/dai6/siryou1.pdf
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中堅・中小企業のＧＸの推進
⚫ 我が国産業競争力の強みの一つはサプライチェーンにある。競争力を維持・強化する中でカーボンニュートラルを実現す

るため、大企業のみならず中堅・中小企業も含めたサプライチェーン全体でのGXの取組が不可欠。

⚫ このため、以下の施策を中心とし、中堅・中小企業を取り残すことなく、社会全体のGXに向けた取組を推進する。

✓ 自動車の電動化進展に伴い需要が減少する自動車部品サプライヤーの「攻めの業態転換・事業再構築」を後押しする、「ミカタ」プロジェ
クトを実施。 

✓  また、排出量等の見える化（測る）支援、省エネ診断の拡充、プッシュ型支援に向けた中小企業支援機関のＧＸ関連人材の育成、
ＧＸ関連施策の情報発信強化等も推進。

✓ 脱炭素化の取組も含む下請中小企業振興法の「振興基準」の周知徹底、「パートナーシップ構築宣言」の更なる 拡大等により、中小
企業を含むサプライチェーン全体での取組を促進。 

産業・業務・エネルギー転換部門エネ起CO2排出量（2017fy） 7.1億t

温対法の報告対象者の排出量
（2017fy） 5.8億t

温対法の報告対象外事業者及び報告対象外の活動による排出量

1.3億t1.2億t

中小企業による
排出量

日本のGHG排出量全体に占める中小企業の割合 日本全体のGHG排出量
のうち、中小企業が１割
～２割弱を占め、目標
実現には中小企業の取
組も必要不可欠。
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カーボンニュートラルを巡る中小企業の現状

⚫ 近年、国際的に、製造業で中小企業等を含むサプライチェーン全体でのカーボンニュートラルを
目指して取り組むグローバル大企業が増加しつつある。

⚫ 我が国においても、昨年、取引先から排出量計測・カーボンニュートラルへの協力を要請された中
小企業の割合は2020年から倍増（15.4%、55万社程度）するなど、CNに向けた波が顕在化。

（出典）Apple 「Environmental Progress Report 2019」を基に経済産業省作成

• 2020年7月、2030年までにサプライチェーンも含めたカーボン
ニュートラルを目指すと発表し、サプライヤーがApple製品の製造時に

使用する電力についても2030年までに再生可能エネルギー100%
を目指す、との目標を掲げた。

• この要求に応じると宣言したサプライヤーは2020年7月時点で計71
社。このうち国内企業は、半導体関連製品を供給するイビデン（株）
や、液晶画面のシートを製造する恵和（株）など、計8社。

【Apple製品の製造から廃棄・リサイクルに至るライフサイクル全体でのCO2排出量】

CO2排出量見込み

回収・貯留を除いたCO2実質排出量

米・Apple：2030年までにサプライチェーン脱炭素化 我が国中小企業が取引先からCN要請を受けた割合

取引先から排出量計測・CNへの協力を要請された割合:
2020年7.7% ⇒ 2022年15.4%へ倍増
（55万社程度と推計される）
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中小企業等によるGXに向けた課題

⚫ サプライチェーンのGXやエネルギー価格高騰の中で、GXへの取組方針を検討する中小企業は増加。
⚫ 他方、実際に取組を進める上では、以下のような課題が存在。

・ 対応方法等の情報が乏しい
・ 既存設備では対応が難しいが、新規の設備投資をする場合には対応コストが大きい
・ 中堅・中小企業の有する技術シーズの活用の機会が見えない

（出典）商工中金「中小企業のカーボンニュートラルに関する意識調査（2023年7月調査）」

【カーボンニュートラルの影響への方策検討状況】

2023年 2021年

（出典）商工中金「中小企業のカーボンニュートラルに関する
  意識調査（2023年7月調査）」を基に経済産業省作成
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（参考）業種別・従業員数別によるGXに向けた意識・取組状況

⚫ 製造業以外の業種において、脱炭素に取り組む意義がわからない事業者の割合が高い。

⚫ 従業員規模別では、従業員数が多い事業者ほど、GHG排出削減に向けて取り組んでいる割合が高い。

(出典）東京商工会議所「付帯調査脱炭素・カーボンニュートラルに向けた取り組みについて（2023年12月調査）」



中堅・中小企業のGXに向けた施策

ステップ１
CNを知る

• ＣＮに係る相談窓口の設置
• 中小企業経営者等向けに企業戦略を再構

築しながらＣＮを推進していくための研修を
中小企業大学校に追加

ステップ２
見える化

• 温室効果ガス排出量を簡易に算定し、削減
取組も含めて公表できるよう、ノウハウの提供
や国の電子報告システムの整備

• IoTの活用や専門家による分析・提案も通じ
て、省エネ・省CO2の余地に係る検討を促す。

ステップ３
削減

• 中小機構による設備投資計画策定・実施の
ためのハンズオン支援の実施

• 再エネ設備の導入や高効率な生産設備へ
の入替支援などによる省エネ・省CO2を促進

グリーン製品市場の創出

人材育成

• 中小機構による支援機関向けの講習会の実施
• 支援機関向けの担当者がCNを推進するポイン

ト等を理解し、相談に対応するためのスキルを
習得する研修を中小企業大学校に追加

支援体制
体制強化

• CN対応に関する支援機関の取組を「カーボン
ニュートラル・アクションプラン」としてとりまとめ、
各機関の取組を公表して、見える化

• 支援機関の取組を紹介するネットワーク会議の
開催

• CNに関する施策をまとめて情報提供を実施

取組段階に応じた中小企業等への支援
支援機関の人材育成

支援機関の体制強化

プ
ッ
シ
ュ
型
の
支
援

ビジネス環境の整備

◼ 関係省庁と連携しつつ、中小企業等の取組段階に応じた支援を行っていくとともに、支援機関の人材
育成及び支援機関からの「プッシュ型」の働きかけ、グリーン製品市場の創出等の施策で後押ししていく。

◆サプライヤの削減努力が反映され、サプライチェーン全体での排出削減を促進するための製品の排出量等の算定・表示ルールの策定やグリーン製品の調
達等を官民で推進することにより、グリーン製品が選定されるような市場を創出していく。
・我が国企業のサプライチェーン全体での排出削減と製品・産業の競争力強化の観点から、カーボンフットプリント（CFP）の算定にあたって必要と考え
られるルールを考察し、CFP に関連する政策対応の方向性を明示する「CFPレポート」、 CFP の算定及び検証について、一定の確からしさを担保する
ことができるガイドライン「CFPガイドライン」を策定。

・策定したガイドラインに則って算定したグリーン（低炭素・脱炭素）な製品について、今後、公共調達における優先的な調達を進めていく。

第11回クリーンエネルギー戦略
検討合同会合資料１一部加工
(2022年12月14日)
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地域におけるカーボンニュートラルの対応の必要性
ー地域企業の取組の意義と地域が支えることの意味

⚫ 地域においても、生産性の向上、企業価値の向上、新たな事業機会の創出、といったチャンスをも
たらす成長の機会と捉え、企業レベルでの着実な取組が必要。

⚫ 個々の企業の取組と並行して、地域の面的な取組も重要。地域企業の取組をより効果的・効率
的に推進するとともに、地域の競争力強化につなげていく。

⚫ 自治体や地域支援機関には、地域の脱炭素化の取組とともに、グリーン市場の創出や企業等
の脱炭素化の支援の両面で、地域における経済と環境の好循環を生む役割を期待。
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地域のカーボンニュートラル対応の例
ー企業・地域にとってできること（チャンスとして活かす、リスクに計画的に立ち向かう）

⚫ 地域企業においては、徹底した省エネをはじめ、グリーン市場への参入や高効率機器の活用による
生産性向上など企業価値・企業競争力の向上の機会に。また、自動車の電動化などの将来の
動きを先読みした事業展開などを期待。

⚫ 地域においては、脱炭素をできるだけ早期に実現することが、地域の企業立地・投資の魅力を高
め、地域の産業の競争力の維持・向上に。

■地域企業（個社）による
取組例

⚫ 排出量の見える化、削減目標の設定、社内
 体制の整備

⚫ 徹底した省エネ、再エネの活用
⚫ グリーン市場への参入、脱炭素需要獲得に向

けた販路拡大
⚫ サプライチェーンにおける削減要請への対応
⚫ 環境配慮の消費者志向への対応
⚫ 循環経済・SDGs・ESG経営への転換
⚫ リスク回避のための多角化、業種転換

■地域/自治体（面的）による
   取組例
⚫ 地域企業の排出量の見える化、削減の推進
⚫ 再エネの確保、クレジットの創出
⚫ エネルギーの地産地消、分散型エネルギーシ

ステムの構築
⚫ 低炭素な事業環境（工業団地等）整備、

企業誘致
⚫ 水素・アンモニアなどの社会実装に向けた検討

 や実証
⚫ 資源循環、炭素循環の仕組みづくり
⚫ グリーン市場への参入支援
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中小企業等向けの主な支援策の全体像

支援策の例

カーボンニュートラル
対策について知る

自社の排出量等
を把握する

• 中小機構のカーボンニュートラル・オンライン相談窓口
• 省エネお助け隊

• 省エネお助け隊
• 省エネ最適化診断
• IT導入補助金

排出量等を
削減する

・
サプライチェーンに
おけるグリーン化

• 省エネ補助金
• 省エネルギー設備投資に係る利子補給金
• CEV補助金
• CN投資促進税制
• 低炭素リース信用保険

• ものづくり補助金
• 事業再構築補助金
• 自動車部品サプライヤー支援事業
• J-クレジット制度

◼ GXの取組は、カーボンニュートラル対策について知る、自社の排出量等を把握する、排出量等を削減するとい
うステップで進めるとともに、サプライチェーンにおけるグリーン化の推進が重要。

◼ 相談窓口の設置や、設備投資や事業転換に活用できる補助金等、中小企業等の各段階に応じた支援策を
展開している。
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令和５年度補正予算

令和５年度補正予算

令和５年度補正予算
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経済産業省の中小企業等のカーボンニュートラル支援策

⚫ 経済産業省では、中小企業等のカーボンニュートラル支援施策をとりまとめて公開。

（出典）経済産業省https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/SME/pamphlet/pamphlet2022fy01.pdf
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支援策 中小企業基盤整備機構のCN支援

中小機構HP（カーボンニュートラルに関する支援）：https://www.smrj.go.jp/sme/sdgs/favgos000001to2v.html

⚫ 中小機構では、中小企業・小規模事業者を対象に、CNに関する相談について専門家がアドバイスを実施。
相談窓口は何度でも無料。 

＜相談内容の例＞
➢ どのように省エネ・カーボンニュートラル
に取り組んだらいいのかわからない

➢ 自社のCO2排出量を測定する方法を
知りたい

➢ 環境配慮型の取組をPRしたい
➢ 取引先から自社製品・工程のCO2排
出量の開示を求められて困っている

➢ 再生可能エネルギーを導入したい
➢ SBTやRE100に加入するメリットや方
法を知りたい

➢ 脱炭素化へ向けた設備導入に活用で
きる補助金を知りたい

https://www.smrj.go.jp/sme/sdgs/favgos000001to2v.html
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支援策 省エネルギー
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（出典）令和６年３月経済産業省産業技術環境局ＧＸ推進企画室公表資料より抜粋

（参考）
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支援策 自動車産業『ミカタ』プロジェクト

ス
テ
ッ
プ

ア
ッ
プ
！

全国各地の支援拠点による伴走支援

窓口相談対応
サプライヤーとの対話により

現状・課題を分析

セミナー・実地研修
電動化の見通しや

基礎知識等をレクチャー

専門家派遣
戦略策定・技術開発・設備投資等

専門家が課題を解決

相談！

中堅・中小サプライヤー

エンジン部品の製造
EVモーターの部品・

電動車向け軽量部品の製造

業態転換に向けた
設備導入等への補助

事業再構築補助金「グリーン
成長枠」により、設備投資・研

究開発等を支援

◼ 自動車の電動化進展に伴い、需要が減少する自動車部品（エンジン部品等）サプライヤーの「攻
めの業態転換・事業再構築」実現を後押しする、伴走型ハンズオン支援事業を開始。

◼ 全国各地に支援拠点を設置し、相談受付を開始。サプライヤーの状況に応じて脱炭素に向けた「見
方」を示し、強力な「味方」として経営をサポート。

東北の支援拠点
岩手県：（公財）いわて産業振興センター 宮城県：（公財）みやぎ産業振興機構 青森県・秋田県・山形県・福島県：中小企業基盤整備機構 東北本部

https://auto-supplier-mikata.go.jp/base-list/iwate/
https://auto-supplier-mikata.go.jp/base-list/miyagi/
https://auto-supplier-mikata.go.jp/base-list/aayf/
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支援策の例（検索サイト）

（出典）ミラサポplushttps://mirasapo-plus.go.jp/

中小企業・小規模事業者向けの補助金・給付金等の申請や事業のサポートを目的としたWebサイト。

支援ポータルサイト（ミラサポplus）
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支援策 省エネ設備への更新支援【省エネ補助金】



支援策 ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金の概要（R5年度補正予算）
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支援策 カーボンニュートラルに向けた投資促進税制の拡充及び延長（所得税・法人税・法人住民税・事業税）

⚫ 2030年度46%削減、2050年度カーボンニュートラルの実現に向けては、民間企業による脱炭素化投資の
加速が不可欠。このため、生産工程等の脱炭素化と付加価値向上を両立する設備の導入について、炭素生
産性等の要件を見直しつつ、カーボンニュートラルに果敢に取り組む中小企業に対しては、その取組を強力
に後押しする観点から、控除率を引上げ。

⚫ さらに、カーボンニュートラルに向けた投資は、投資の検討から投資判断に至るまでの期間や、投資から設備の 
稼働まで一定の期間が必要であることを踏まえ、適用期間を長期化。なお、対象資産から、需要開拓商品生
産設備を除外する。
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東北経済産業局 カーボンニュートラル推進室

  電話番号  ：022-204-2385 

メールアドレス：bzl-thk-enekikaku@meti.go.jp
（ビーゼットエル）

東北経済産業局
ホームページ

東北経済産業局
カーボンニュートラルのページ
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